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特論４　熊本大学と地域社会

　第１節　はじめに

　熊本大学と地域社会とのつながりは、本学が新制大学として発足する以前から強いもの
があった。全国に総合大学を新たに設置するという文部省の意向を知った熊本県は、１９４７

（昭和２２）年７月２２日に総合大学誘致準備懇談会を開いたが、総合大学設置期成会から早期
設置の意見が出されたことを踏まえ、同懇談会を総合大学誘致期成会発足式に切り替え、
総合大学誘致活動を本格化させた。同月の臨時県議会においても総合大学誘致に関する建
議が提出され、誘致活動に伴う予算が計上された。
　熊本市でも、同年７月１１日の市議会において「総合大学創設に関する建議」が決議され、
県と同様に総合大学設置に向けた取り組みを開始した。
　このように、新制熊本大学は、前身校の教職員及び学生の熱心な活動もさることなが
ら、熊本県・市や地元産業界をはじめ多くの人々の支援を受けて誕生した（この間の経緯
については第２編第１章第２・３節を参照されたい）。
　本学の発足後も期成会による援助を仰ぐ必要があった。なぜなら、旧第五高等学校と旧
熊本工業専門学校は黒髪地区に位置していたが、その他の学部は熊本市内とはいえ黒髪地
区とは距離的に離れて立地していたためである。その上、教育学部は、男女両部に分かれ
ていた師範学校のキャンパスと青年師範学校のキャンパス及び師範学校女子部附属幼稚園
の４つの敷地を受け継ぐことになった。また、医学部は本荘地区にあったが、戦災により
城内二の丸に避難したため、病院敷地として藤崎台と九品寺に分かれているという状態で
あった。このようなタコ足状態を解消し、キャンパスを統合整備することが大きな課題と
なったのである。また、キャンパス問題だけでなく、新制大学として教育・研究を行って
いくには教材や実験器具等が不足していたが、全国で一斉に新制国立大学が発足した中に
あっては、文部省からの援助も十分とは言い難く、期成会を中心とする募金計画によって
これらの整備充実費用を捻出することになっていた。
　発足時の各キャンパスの状況はというと、城内二の丸に避難していた医学部の建物は大
半が明治中期に建てられたものであったり、実験用の水道管やガス管も本荘地区から掘り
出してきたもので故障が多く、職員が巡回して故障箇所の点検を行う状態であった。大江
地区の薬学部は、医学部同様戦災で焼失したため、建物・実験用の施設・器具が不足して
いた。戦災を免れた教育学部の建物においてさえ、壁は破れ雨が漏るという状態であっ
た。更に、師範学校は１９４３（昭和１８）年に専門学校に昇格したばかりで、高等教育機関の
施設としては不十分であり、図書に至っては他学部と比較にならないほど貧弱であった。
旧第五高等学校を起源とする法文学部は、法科の教員不足と図書が極めて貧弱であること
が問題であった。また、理学部は旧第五高等学校の理系の設備・備品を受け継いだが、大
学理学部として必要とされる水準とは大きな隔たりがあり、引き継いだ実験器具も古く使
い物にならなかった。工学部では戦渦を免れた施設・設備を引き継ぐことになったが、ほ
とんどの機械が明治３０年代のもので使い物にならなかった。
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　このような状態であった発足当時の本学の建物・施設・設備等の整備においては、期成
会をはじめとする県・市及び同窓生が大きな役割を果たした（期成会等による援助について
は第２編第２章第１・３節を参照されたい）。
　なお、熊本大学開学式典は、１９４９（昭和２４）年１１月１５日午前１０時から旧第五高等学校講
堂において学内外の名士約４００名と７００名の学生が参加して挙行されたが、記念行事とし
て、１６日に熊本市公会堂、１７日に人吉市及び本渡町（現天草市）、１９日に荒尾市及び八代
市、２３日には水俣市においてそれぞれ記念講演会を開催した。それ以外にもレコード鑑賞
会や映画会等の催しも行われており、全県下の支援に感謝する意を込めての記念式典行事
でもあった。

　第２節　地域貢献

　本学において、早くから地域とのつながりが深かったのは医学部及び医学部附属病院で
あった。医学部では、前身の熊本医科大学の時代から、熊本県並びに熊本日日新聞社共催
の「農村に動く病院を」という農村診療団を組織し、毎年１０日間程度の巡回診療活動を実
施していた。１９５０（昭和２５）年８月には、医学部寄生虫病学教室の岡村一郎教授が中心と
なって、天草郡の寄生虫病の実態調査が実施された。この当時、寄生虫病が県下でも多く
見られていたが、特に天草郡はその比率が高かった。
　また、１９５２（昭和２７）年には、医学部の病理・微生物・内科・外科・産婦人科・眼科・
放射線科及び体質医学研究所の衛生・臨床、薬学部、工学部の教授による「ライ」撲滅・
治療のための総合研究が開始された。ライ病研究は、菊池恵楓園をはじめ国立療養所や各
大学でも行われていた。当時、ライ病の治療薬プロミンに代わる改良薬プロミゾールが既
に完成していたが、ライ病撲滅の完治薬の研究に着手した。翌年１月からは、体質医学研
究所がライ病予防と対策を講じるため、ライ病患者の病態及び生理並びにライ素因に関す
る研究を開始した。
　１９５３（昭和２８）年には、９月２６日から約半月間にわたり、医学部第一解剖学教室と寄生
虫病学教室が鹿児島県トカラ列島の中之島（十島村）で調査を行ったが、これが本学とし
て初の学術調査となった。
　１９５６（昭和３１）年からは、「辺地に愛の手を」をスローガンに、「熊日巡回診療班」を組織
して県下の辺地で診療活動を行う事業が始まった。これは熊本日日新聞社主催、熊本県衛
生部及び熊本大学医学部後援の事業で、医学部附属病院の医師・薬剤師・看護婦等が６日
間程度県内を巡回した。
　また、全国的に知られる水俣病の研究も、地域に根ざした研究活動の１つである。水俣
病の発見は、１９５６（昭和３１）年４月２１日に原因不明の脳症状を呈する５歳５ヵ月の女児が
チッソ附属病院小児科を受診したことに始まる。同年５月１日、水俣保健所にこの件が届
け出られ、この日が水俣病の公式発見日とされた。その後、第一内科の勝木馬之助教授が
水俣市で患者の診察を行った。熊本県から医学部に対して原因究明の要請があったため、
微生物・病理・内科・小児科の各教授が現地視察を行い、患者を附属病院に入院させる措
置をとった。更に、医学部長を班長とする熊本大学医学部水俣奇病研究班が組織された。
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以降、同研究班を主体としてこの奇病についての研究が開始され、１９６２（昭和３７）年８月
にチッソから排出されたメチル水銀化合物が原因であることを証明した。１９６８（昭和４３）
年には『十年後の水俣病に関する疫学的、臨床医学的ならびに病理学的研究』を熊本県に
提出した。県は５月末にこの報告書を５００部印刷し、厚生省・環境庁などの関係機関及び
県下市町村に送付した。そして同年９月２６日、厚生省は研究班の結論を踏まえ水俣病を公
害病と認定した（水俣病が公害病と認定されるまでの経緯については第３編第１章第２節を参
照されたい）。
　これらの水俣病に関する研究成果は国内外の高い評価を受け、１９６６（昭和４１）年度の「朝
日文化賞」、１９６８（昭和４３）年度の「西日本文化賞」、１９７０（昭和４５）年度の「保健文化賞」
を受賞した。また、１９７７（昭和５２）年にはフランス生命科学研究所賞を受賞した。
　１９６１（昭和３６）年９月２日、医学部第二外科は、医師・薬剤師・看護婦の計３０名による
アンケート調査を阿蘇郡蘇陽町馬見原の５０歳以上の住民を対象に行い、がんの自覚症状を
訴える住民２２７名を診察し、うち１８２名の精密検査を馬見原病院で実施した。
　１９６３（昭和３８）年１１月９日、医学部公衆衛生教室の野村茂教授を中心とする熊本県農村
医学研究会が発足した。この研究会は「農村に健康な生活を」を目的とし、医学的見地か
ら農村の問題を探り、その解決を図ろうとするものであった。熊本市農協会館で発会式が
開かれ、会長に野村教授、事務局長に同教室の高松誠助教授、理事に済生会熊本病院長・
熊本赤十字病院副院長等の医学関係者及び熊本県衛生部・農政部職員、熊本県農協中央会
の栄養士が就任した。１９７０（昭和４５）年には同研究会を母体に健康管理センター研究会が
発足し、水俣病の解明と治療、水銀の回収、ヘドロ処理などが医学部・工学部により進め
られた。
　以上のような県内での活動だけではなく、１９６５（昭和４０）年８月には、野村教授等２４名
の一行が、鹿児島県の種子島（南種子町）において４日間にわたる無料診療奉仕を行って
おり、県外においても広く医療活動を展開していた。
　こうした教官たちによる活動のみならず学生たちによる活動も行われた。１９６１（昭和３６）
年７月１５～３１日に、熊本学生セツルメント保健部（熊本大学医学部学生、同附属看護学校及
び国立病院附属看護学校の生徒）の約５０名が１０班に分かれ、熊本市内の小児マヒ患者の家を
訪れて衛生環境を調査した。
　このように医学部は、地域医療の中核を担う役割を前身校の時代から果たしてきた。そ
のため、医学部附属病院はいくつかの法令による医療機関としての指定を受けている。主
な法令による医療機関の指定は表１のとおりである。
　近年の地域医療への取り組みとして、まず２０００（平成１２）年９月、病態が十分に解明さ
れてない難病等の予防・診断・治療法の開発遂行のため先端医療センターの設置が挙げら
れる。２０１０（平成２２）年には、同センターの病院内での役割及び位置づけの明確化・機能
強化を図るため、「高度医療開発センター」へと名称変更した。また、２０００（平成１２）年１２
月、病院での治療を終了した患者が地域において継続的かつ適切な医療及び福祉サービス
を適切な場所で受けることが可能となるよう支援することを目的とする地域医療連携セン
ターを設置した。２００２（平成１４）年１０月には、母体・胎児と新生児に対し集学的医療が確
実に提供できるよう周産母子センターを設置し、２００８（平成２０）年１月には地域における
医療提供体制の課題の解決と地域医療に従事する医師に対する教育等の支援をするため、
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地域医療支援センターを設置している。
　また、医学部附属病院は、県や厚生労働省より診療・治療の拠点としての指定を受けて
いる。例えば、本学医学部附属病院における特徴的な医療活動の１つであるエイズの分野
については、１９９４（平成６）年にエイズ治療の拠点病院として熊本県から選定されており、
２００７（平成１９）年、エイズ治療の中核拠点病院として県から選定された。このほかにも、
２００６（平成１８）年８月２４日には、都道府県がん診療連携拠点病院として厚生労働大臣より
指定を受け、「がん診療センター」として活動を開始した。その後２００９（平成２１）年５月に
は、がん全般について取り組む組織として「がんセンター」に改組した。２００８（平成２０）年
には、肝疾患診療連携拠点病院として、同年７月１日には高次脳機能障害者支援拠点機関
として熊本県から指定を受けた。更に、２００９（平成２１）年５月１日には熊本県基幹型認知
症疾患医療センターを設置した。
　このように、附属病院は地域の専門医療・高度医療推進の中核施設であるとともに、地
域医療推進の支援、救急医療という役割も果たしている。
　なお、1995（平成７）年１月17日に発生した阪神・淡路大震災においては、延べ120名の
医療チームを編成して現地で医療支援を行った。2011（平成23）年３月に発生した東日本
大震災においても、特別の医療チームを編成して現地派遣を行い、また薬品等必要な医療
器具を提供するなどの支援活動を行っている。
　医学部や同附属病院以外の部局においても、地域と連携する活動は早くから行われてき
た。その主なものは次のとおりである。
　１９５３（昭和２８）年６月２６日の大水害では本学でも学生６名（医学部・工学部各３名）及び教
育学部附属中学校生徒１名の犠牲者を出したが、この年の８月には、大洪水の氾濫源と
なった白川の総合調査に着手した。これは将来の災害防止の指針を示すことを目的とした

法令等の名称 指定等の年月日
（承認）
　特定機能病院の名称の使用承認 １９９４（平成６）年１２月１日
　消防法による救急医療 １９７８（昭和５３）年１１月１１日

（救急病院・診療所）
　労働者災害補償保険法による医療機関 １９９３（平成５）年１２月１日
　原爆被害者援護法による一般医療 １９６０（昭和３５）年１０月１日
　戦傷病者特別援護法による医療機関 １９５８（昭和３３）年６月２４日
　母子保健法による養育医療機関 １９５８（昭和３３）年７月８日
　生活保護法による医療機関 １９８０（昭和５５）年９月１日
　障害者自立支援法による育成医療 １９５８（昭和３３）年６月２４日
　　　　　同　　　　　　更生医療 １９５８（昭和３３）年６月２４日
　　　　　同　　　　　　精神通院医療 １９７６（昭和５１）年４月１日
　児童福祉法（療育医療）による医療機関 １９５８（昭和３３）年７月８日
　老人福祉法による医療機関 １９７3（昭和４８）年１月１日
　老人保健法による医療機関 １９５８（昭和３３）年６月２４日
　感染予防法による医療機関（結核） ２００４（平成１６）年１２月２２日
　臨床修練指定病院（外国医師、外国歯科医師） 1988（昭和63）年３月29日

表１　医学部附属病院が法令により指定を受けている主なもの
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もので、理学・工学・教育・法文の各学部が合同で調査にあたった。
　１９５８（昭和３３）年８月１８日から５日間、工学部の助教授と講師で組織する「三火会」が熊
本市内１７工場の企業診断を実施、同月２３日には太洋デパートで診断結果を発表し、産学連
携によって工業技術を発展させるべきという建議書を熊本県に提出した。
　１９６０（昭和３５）年、工学部卒業生で組織する熊本大学工業会が、１９６２（昭和３７）年５月に
前身校から数えて創立６５周年を迎えることを記念して学部内に工業技術研究所を設置する
こととなり、同窓生や産業界からの募金（目標１億円）を開始した。研究所の位置は元の鋳
物工場の跡で、１９６２年５月２８日に起工式が挙行され、翌年２月に建物が完成した。この当
時、工学部では産学共同を強く打ち出しており、この研究所も産業界のニーズにも応える
ものであった。
　１９６８（昭和４３）年２月２７日、工学部環境デザイン教室が唐人町地域卸問屋総合開発につ
いての説明会を市民会館第１会議室で開き、黒田正巳教授が再開発は立体・高層化が妥当
との提案を行った。
　１９７３（昭和４８）年１１月２９日に発生した大洋デパート火災は、死者１０３名・重軽傷者１２４名
という我が国デパート火災史最大の惨事となった。工学部建築学科の黒羽啓明教授と研究
室のメンバー７名が、将来の高層建築の防災のあり方等について研究を進めるための現地
調査を行った。
　また同年、熊本地方裁判所の建て替え計画が発表された。これに対し工学部建築学科の
堀内清治教授は、1974（昭和49）年に全国の大学の建築専門家２６０余名の署名と明治建築の
専門家３名の意見書を添えた保存の請願書を最高裁判所長官に提出し、同様の趣意の文書
を文化庁文化財保護審議会に提出した。この建物は、１９０８（明治４１）年に建築されて以来
の良好な保守管理により建設当初の姿を残す数少ない明治期の煉瓦造建築であり、西南の
役と第２次世界大戦によって古建築の大部分を失った熊本市にとって貴重な文化財であっ
た。更に１９７４年４月１日からは、同研究室の院生６名が「赤レンガの熊地裁を守ろうグ
ループ」を結成して県下各地で署名活動を開始し、６月１８日に熊本地方裁判所に署名簿を
提出した。結局、裁判所は解体されることになったが、正面玄関２階建て部分は資料館と
して保存することになり、工学部堀内清治教授と学生による実測調査が行われ、図面によ
る全館保存が図られた。
　同じ頃、山鹿市の八千代座を管理する八千代座組合が、長く使用されないままになって
いる劇場を解体し、跡地に新しい建物を建てることを計画していた。八千代座は１９１0（明
治４3）年12月に落成し、翌1911（明治44）年１月11日にこけら落しとして松島家一座の歌舞
伎興行で開場した劇場で、建築面積約１，１４７㎡、延べ面積約２，６４０７㎡の２階建木造建築
で、当時の熊本市で最大の劇場であった大和座を模して建てられたものである。客席はマ
ス席を備え、人力の回り舞台や花道のセリ出しなど、ほぼ建築当時の完全な姿をとどめる
劇場で、近世の劇場建築の伝統を残すものとしては県下に現存する唯一の芝居小屋であっ
た。この劇場の建築学的価値に着目した建築学科の福原昌明助教授は、八千代座組合の了
解を得て１９７４（昭和４９）年７月１７日からの３週間をかけ学生１１名とともに実測を行った。
その後保存運動が開始され、紆余曲折を経て、山鹿市民の賛同を得るところとなり現地保
存が実現した。
　１９９５（平成７）年の阪神・淡路大震災では、神戸市長田区真野地区の街づくりに長年取
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り組んできた工学部建築学科の延藤安弘教授が、第２避難所建設や住宅診断、カルテ作り
などの活動を行った。
　このような工学系の活動が展開された一方で、法文学部の鎌田浩教授と浦本寛雄助教
授、九州大学法学部の有地亨教授を中心とする民法・法制史・農業経済などの分野の研究
者１３名からなる共同研究班が組織され、1975（昭和50）年２月下旬から約２ヵ月間にわた
り、モデルケースとして選んだ上益城郡矢部町（現同郡山都町）・八代郡鏡町（現八代市鏡町）・
菊池郡西合志町（現合志市）の３地区において農家相続の実態、特に農地分与の形態等の
調査を実施した。このような調査は県下初の試みであった。この調査は、憲法第24条が戦
前の家制度を否定したことにより農地の分散が生じ、農業維持を困難にして農村を荒廃さ
せているという主張に基づき、県下町村の７１％が憲法第２４条の改正要望を決議していた時
期に実施されたものである。この憲法第２４条改正要望決議は、１９７３（昭和４８）年６月１６日
に菊池郡泗水町（現菊池市泗水町）が家督相続の復活を目指す憲法改正要望決議を行ったの
が最初である。翌年３月までに１０町村議会で決議され、同年９月に町村議長会で決議促進
申し合わせが行われると１９７５（昭和５０）年１月には５２町村が決議し、最終的には県下８７町
村中６２町村に達した。
　研究班は、農家相続の具体的実態、殊に農地分与の形態と農業経営の分割の実態を関係
各分野から多角的に分析することにより、一部に家督相続復活を願う改憲論者がいるもの
の多くは農地分割を防止する特別法の制定を求めるもので、町村議会の決議はこれらが相
乗りした形で実現したものであることを明らかにした。
　地域とのつながりは大学側のみならず、大学の文化サークルや個々の学生たちによって
もその活動が行われてきた。
　１９５８（昭和３３）年９月２１～２５日、熊本大学児童文化研究会が天草郡各地で人形劇・童話・
紙芝居の巡回公演を行った。このほかにも、法学部学生サークルが大学祭に合わせて無料
法律相談を実施したり、教育学部学生による「夏休み学習会」等の活動が行われていた。
１９６５（昭和４０）年に結成された学生サークル「青い鳥」は、毎年夏休みに県内各地を巡回す
るとともに、「子供達に夢を」というテーマで、春と秋にそれぞれ２、３回程度、依頼を
受けた小学校や公共施設で人形劇を催している。同サークルは2013（平成25）年度現在も
活動を行っている。
　点訳を中心に活動する点字サークル「若い芽」は、年２回点訳した本を盲学校や点字図
書館に寄贈する活動を続けている。落語研究会では老人ホーム等の施設や町の行事などで
の公演を、マンドリンクラブでは病院や老人ホームでの演奏を、熊本大学フィルハーモ
ニー・オーケストラは県下での巡回公演を、将棋クラブは菊池恵楓園入所者たちとの対局
を、自主団体大津学級は障がい者のトレーニングといった活動を行っている。
　また、体育会では献血推進活動（学内献血）を早くから行っており、熊本県赤十字献血
センターの移動献血車を年４回学内に入れて学生に献血を呼びかける活動を行っている。
その活動が評価され、１９９８（平成１０）年には第３３回献血運動推進全国大会において厚生大
臣から感謝状を贈られた。
　このほかにも、１９９５（平成７）年１月１７日の阪神・淡路大震災に際しては、学生がボラ
ンティアとして復興支援活動を展開した。また、２００７（平成１９）年７月６・７日の下益城
郡美里町の豪雨災害（家屋全壊８棟、浸水家屋１２３棟）においては、社会環境工学科の大学院
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生と学生の６６名で組織する団体が災害復旧支援活動にあたったが、この団体は災害ボラン
ティア活動を目的に前月の６月に立ち上げられたもので、この活動がその初仕事となった。

　第３節　生涯学習

　本学の教官が一般社会人を対象とした授業を行うようになったのは、１９52（昭和２７）年
に始まった熊本日日新聞社主催の「熊日教養大学」からである。この講座は熊本日日新聞
社と熊本大学が協力して実施したもので、講師陣は本学教官で占められていた。会場は熊
本日日新聞社４階ホールで、１８時から２０時５０分までの時間帯で５日間開講された。１９６２

（昭和３７）年からは熊本大学と熊本日日新聞社共催の公開講座となった。
　１９６５（昭和４０）年８月には文部省委嘱大学開放講座が開かれ、本学では法文学部で８月
２２日～９月４日、薬学部で８月２４日～９月７日までの日程で４０時間の講義が実施された。
　放送公開講座は「大学においては公開講座の施設を設けることができる」との学校教育
法第６９条の規定に基づき多くの大学で実施されてきた。本学においては法文学部が１９６８

（昭和４３）年、教養部が１９７５（昭和５０）年、教育学部が１９７８（昭和５３）年から実施してきた。
この放送公開講座は大学教育の地域社会への開放、ないしは生涯学習に対する社会の要請
に応えるためとして、各部局単位で実施されてきたが、その後１９８０（昭和５５）年度からは
大学が実施する「放送を利用して行う大学教育の開放」と位置づけられ、学部の枠を越え
て全学的に取り組まれることとなった。本学では、「放送教育実験実施委員会」が新設さ
れた。こうした全学的取り組みは、当初東北・金沢・広島の３大学で始められたが、１９８０
年度からは本学のほか大阪大学で開始された。このように、本学が放送公開講座を開始し
たのは全国の国立大学としてはかなり早い時期のものであり、テレビ科目とラジオ科目の
２つに分けて行われた。
　１９８３（昭和５８）年には、放送を利用して行う大学公開講座の促進を図るため、学長・学
生部長・各部局選出の教官各１名、熊本県及び熊本市推薦の社会教育担当者各１名及び放
送番組制作者１名からなる「放送公開講座実施委員会」が設置された。この委員会の下に、
公開講座のテーマや日程等を担当する企画専門委員会、講座の内容等を審議する専門委員
会、学習効果の促進のための方策や講座の授業への活用等を検討する調査専門委員会とい
う３つの専門委員会が組織され、地域のニーズに応じたテーマや開催時期等が設定される
こととなった。その後、１９９３（平成５）年には公開講座委員会と改称された。
　また、1971（昭和46）年、文部省と熊本大学の共催による「社会教育主事講習会」が開か
れた。その後、この講習会は総務部総務課が担当していたが、2000（平成12）年の熊本大
学生涯学習教育研究センターの発足に伴い同センターが業務を引き継ぎ、2007（平成19）
年に同センターが廃止され政策創造研究教育センターに統合されてからは、政策創造研究
教育センターが担当している。
　生涯学習に大学が果たすべき役割の重要性について、中央教育審議会（第１４期）は「生
涯学習の基盤整備について」（１９９０年１月）において、「体系的・継続的な講座の実施や大学・
短大等における学習機会に関する情報の提供・学習相談など、社会人を対象とした取組み
を積極的に行う体制として、地域の学習需要を考慮しながら、各大学・短大等の自主的な
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判断により生涯学習センターを開設することが期待される」と明示した。翌年４月の「新
しい時代に対応する教育の諸制度の改革について」においても、「今後、各大学・短大等
が積極的に生涯学習センターを開設することが期待される」と重ねて表明した。
　これを受けて生涯学習審議会（第１期）は、１９９２（平成４）年７月の「今後の社会の動向
に対応した生涯学習の振興方策について」において、「リカレント教育の推進のため、公
開講座の充実、出張講座の開設など、地域や産業界と連携・協力しながら広く学習機会を
提供すること」及び「社会人に対応した履修形態の多様化・弾力化、新たなリカレント教
育プログラムや教育法の開発研究を進め、社会人の希望や意欲にこたえる教育内容を提供
すること」を求め、「大学等が組織的にリカレント教育に対応していくために、生涯学習
センターなどを計画的に整備することが望まれる」とした。更に、同審議会は１９９６（平成
８）年４月の「地域における生涯学習機会の充実方策について」において、「教職員間で生
涯学習の重要性についての共通理解を形成し、学内の生涯学習推進の組織体制を整備する
ことが重要である」と指摘し、「生涯学習に関する調査研究、公開講座などの生涯学習の
企画・運営、大学等における学習関連情報の収集・提供、他の関係機関との連携・調整」
の事業の推進を強く求めた。その後、生涯学習審議会は１９９８（平成１０）年９月に「社会の
変化に対応した今後の社会教育行政の在り方について」を答申したが、その中で「高等教
育機関においても、地域社会の一員として地域における学習活動のために、積極的に貢献
していくことが期待される」と述べていた。
　本学も、生涯学習社会の到来とともに、大学がそのニーズに対応した役割を果たすべき
ことが求められているという認識を早くから持っていた。１９９６（平成８）年１２月２０日の熊
本大学文教懇談会は生涯学習をテーマに開催されたが、その中で熊本大学の総合大学とし
ての特色が何であるかが外部からはわからない、休講・補講の問題については大学で実態
を把握・分析して改善に努力して欲しい、図書館の開館時間をもっと延長すべきである等
の意見が出され、これらの意見を踏まえた上で生涯学習の充実に取り組むこととなった。
　１９９８（平成１０）年度の段階で、生涯学習に取り組むための中核的機関を設置している国
立大学は１８校で、九州では長崎・大分・宮崎・琉球の各大学に設置されていた。
　１９９８（平成１０）年９月に熊本大学長期計画委員会生涯学習教育研究センター（仮称）設置
専門委員会が設置された。同委員会は「熊本大学生涯学習教育研究センター（仮称）の設
置構想について」の報告を1999（平成13）年５月２５日の評議会において報告し、生涯学習教
育研究センター（仮称）の学内措置としての設置と2001（平成１３）年度の省令施設として概
算要求に盛り込むことが了承された。こうして、２００１年４月、熊本大学生涯学習教育研究
センターが正式に発足した。
　同センター設置に至った背景には、従来から生涯学習に取り組んできた本学として、多
様化・高度化しつつある地域住民の生涯学習ニーズに的確に応える必要性があること、ま
た、県内の各大学でも生涯学習のための講座等を開講している中で、地域最大規模の国
立・総合大学としての特徴を活かし他大学にない特色を持った生涯学習のプログラムを準
備することにより、一層の地域貢献を行うとの目的があった。そこで、①生涯学習に関す
る調査・研究活動とその成果の社会への還元、②本学の生涯学習活動の系統的・継続的な
企画と実施、③公開講座等の広報活動、④地域の関係団体・機関との連携・協力及び生涯
学習ネットワークの構築の４点を主たる業務するセンターを設置したものである（その後
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の活動については部局史編第４編第８章第２節を参照されたい）。
　2007（平成19）年４月、生涯学習教育研究センターは政策創造研究センターと統合され、
その機能は新設の政策創造研究教育センターの生涯学習部門に移された。現在は、同セン
ターにおいて本学の公開講座や授業開放といった事業が担われている。
　２００６（平成１８）年１月２０日、熊本・熊本県立・熊本学園・九州看護福祉・九州東海・九
州ルーテル学院・熊本保健科学・尚絅・崇城・平成音楽・中九州短期の県内１１大学・短期
大学及び熊本電波・八代の２工業高等専門学校で構成される「高等教育コンソーシアム熊
本」の設立総会が開かれた。これは、県内にある大学・高専が協力して、地域の行政・産
業界と連携しながら各機関の教育・研究の充実を図り、地域社会の教育や文化の向上と発
展に貢献することを目的として設立されたものである。
　コンソーシアムは、各大学の学長と高専の校長で構成される理事会と各大学・高専から
選ばれた委員で構成される企画運営委員会、事業ごとに事業参加校の委員で構成される事
業部会からなっている。また、特別委員として熊本県・熊本市、賛助会員として熊本経済
同友会・熊本工業連合会等７団体の参加を予定して運営を開始することになった。会長に
は熊本学園大学の坂本正学長が、副会長には九州ルーテル学院大学の清重尚弘学長と熊本
電波工業高等専門学校の江端正直校長が選出された。
　こうしてコンソーシアムは、高等教育機関相互の教育・研究分野における連携、高等教
育機関と地域社会との交流及び連携、高等教育機関と初等・中等教育との連携等に関する
事業を行うことになった。
　全学的取り組みとしては以上であるが、学部単位での取り組みは早くから試みられてい
た。以下に、その中の主なものを紹介したい。
　開学まもない１９５２（昭和２７）年８月２０～２３日、教育学部主催の熊本大学出張公開講座が
阿蘇郡宮地小学校（現阿蘇市）で開講され、郡内の小中学校教官８２名が書道の講義を受けた。
　こうした取り組みのほか、教育学部では現職の教員を対象とする講座を開いている。
１９７４（昭和４９）年には法文学部で社会人を対象とした夜間開放講座が開催されている。
　１９７９（昭和５４）年、法学部は、社会人を１年間入学させて市民生活と関わりの深い法律
を学ばせる「開放コース」を試行した。この試みは、入学試験を受けて入学する学生を対
象とした現行の教育システムに一般社会人を対象とする教育を導入することによって、大
学教育全体としてより柔軟なものへと転換していこうとする狙いがあった。また、従来の
開放講座、聴講生・研究生等の制度では大学教育の開放としては不十分であるため、年間
カリキュラムの中に社会人向けの特別授業を配置することにより、一般社会人の再教育を
大学教育の中に制度的に組み入れるという目的があった。開放コース構想の概要は、定員
３０～５０名、入学資格は原則高等学校卒業以上とし、選考は作文・面接試験、授業は特別講
義（クラス単位）と共通講義（学部の学生と共通）及び施設見学（テーマに応じて裁判所・刑務
所等）とした。また、授業時間数・単位数・単位認定はすべて学部の場合に準じるという
ものであったが、この構想は実現されなかった。
　薬学部では、１９８８（昭和６３）年から学部内に卒後教育委員会を組織し、薬剤師の質的向
上を目的とした生涯教育の一環として「薬剤師のための医療薬科学研修会」を実施してい
る。受講者は主として病院及び開局薬剤師で、週１回で年間数回、勤務終了後の１８時３０分
から２時間開講されている。２００２（平成１４）年からは、一部に薬学部同窓会の補助を受け、
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「薬草植物を知ろう in 熊本」を毎年開催している。
　１９９３（平成５）年、工学部は、文部省放送教育開発センターと共同し、通信衛星を利用
した社会人技術者リフレッシュ教育実験や社会人リフレッシュ教育に関するフォーラムを
開催した。工学部では、社会人を対象とする講座だけでなく、毎年夏休みには、小中学生
を対象に夏休みの実験の宿題についての相談会を開いており、技術部の職員を中心に、小
中学生の宿題についてのアドバイスを行うとともに実際に実験を行うなど、体験型の講座
として好評を博している。
　また、理学部数学教室においては、１９９６（平成８）年から公開講座「数学へのいざない」
を開講している。これに関連して、１９９９（平成１１）年、２０００（平成１２）年及び２００３（平成１５）
年に市民講演会「すうがく・とーく」を実施した。物理教室では、高校生を対象とした公
開講座「物理学への招待」を２００３（平成１５）～２００７（平成１９）年まで実施し、２００８（平成２０）年
からは「極低温科学実験講座」に内容を改めて開催している。化学教室は、１９９４（平成６）
年に工学部の化学系と共同で小学生を対象とした「夢化学」を開催した。この試みは翌年
以降も続けられ、2005（平成17）年まで、毎年１２月の第２土曜日に開催されてきた。回を
重ねるごとにテーマが増え、大規模化してきたこのイベントは、２００６（平成１８）年からは

「夢科学」と名称を変更して１１月の大学祭の期間中に開催され、多数の来場者を迎える恒
例行事となっている。地学教室は、２０００（平成１２）年から毎年５月に熊本新港緑地広場で
開催される「干潟フェスタ」に主催者の一員として参加している。生物教室は、２００１（平
成１３）年から高校生を対象とした公開講座「遺伝子を見てみよう」を年２回開講している。
環境理化学科では、１９９５（平成７）年から２００１（平成１３）年まで、高校生や学校教職員を対
象とした「体験航海環境実習」を実施した。更に、沿岸域環境科学教育研究センターの合
津マリンステーションでも公開実習が行われている。合津マリンステーションは宿泊施設
を備えているため、泊まりがけの実習も実施されている。

　第４節　産学官連携

　１９９８（平成１０）年１０月、全国に先駆けた組織として、熊本大学産学官連携研究推進機構
が学内措置により設置された。２００３（平成15）年４月には、これを母体として「熊本大学知
的財産創生推進本部」が設置された。
　これは2002（平成14）年に政府の知的財産戦略本部が打ち出した戦略大綱及び同年11月
１日に出された科学技術・学術審議会の技術・研究基盤部会産学官連携推進委員会の下に
置かれた「知的財産ワーキング・グループ」の報告書において、大学の使命と大学にとっ
ての知的財産について、
　①大学は、社会貢献を教育・研究に加えて「第三の使命」として位置づけるべきである。
　②知的財産の組織的な管理・任用は、大学の基本的役割である社会貢献の１つである。
との考え方が示され、これに対応する体制として構築されたものである。
　なお、同報告書では大学における知的財産等の帰属に関する基本的な考え方について、
大学で生み出される知的財産等については今後は原則大学帰属として活用するなど、各大
学が自らのポリシーのもとで組織として一体的に管理・活用を図ることが望ましいとして
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いる。
　本学も、この報告書に示された方向で知的財産の創出とその組織的な管理・活用に向け
た体制の準備に取りかかり、熊本大学産学官連携研究推進機構を設置した。また、熊本大
学産学官連携研究推進機構との名称が長すぎることもあり、本学が地域社会や産業界との
連携を強化してあたかも１つの輪のようにつながり、大学の有する知的資源をもって積極
的に社会の発展に貢献しようという意味を込めて、同機構をK-LINKという愛称で呼ぶこ
ととなった。同機構は、①新素材・材料、②情報・通信、③エネルギー、④生産技術、⑤
生体・医療、⑥バイオ関連、⑦公共政策、⑧環境問題、⑨リサイクル学、⑩生活関連（福
祉食品を含む）の10の研究領域からなり、学内から延べ300名の参加を得て、産業界や行政
からの多様なニーズに対応可能な体制を確立させた。また、こうした情報提供のメディア
の１つとしてニュース・レターを刊行し、広く地元産業界や自治体等に配布することに
なった。更に熊本大学にはどのような研究者がいて、どのような研究が行われているの
か、「ニーズ」に対する「シーズ」となる研究者情報等のデータベース公開も実施された。
　2003年（平成15）年４月、熊本県及びくまもとテクノ産業財団等との協力により、地域
結集型共同研究事業、都市エリア産学官連携促進事業、RSP事業、地域貢献特別支援事業
等の大規模ファンドの取り組みを進行させるため、これらを支援し充実させて成果を出し
ていくことを目的に、従来からの産学官連携研究推進機構に加えて、学長の下に「研究
戦略会議」とその下部組織としてCOE研究等を推進する「研究推進本部」、知的財産を創
出・取得・管理・活用するための「知的財産創生推進本部」を設置した。更に、「地域連
携フォーラム」等人文社会系教官の社会連携活動の重心を、イベント中心から共同研究・
委託研究に移し、政策シンクタンク機能に加えて、文化の発見や知的価値の発明につなげ
るための支援に移すこととした。
　都市エリア産学官連携促進事業は、都道府県の都市ごとのエリアに着目し、都市エリア
において大学等の「知」を活用して新技術シーズを生み出し、新規事業等の創出や研究開
発型の地域産業の育成等を目指し、産学官連携事業の促進を図るものとして文部科学省か
ら提案公募された事業で、「知的クラスター」のミニ版ともいわれている。熊本県から本
学に協力要請があり、大学として全面的に協力することになった。この事業では、熊本県
と共同で提案した「生体情報分析・送受信及び個体識別機能を持った生体適合型マイクロ
センサー（スマートマイクロチップ）の開発」の領域が成果育成型（年１億４，０００万円×３年）
として2002（平成14）年に採択されている。
　また、RSP（Rigional Science Promotion）事業は、科学技術振興事業団が１９９６（平成８）年
度から開始した地域研究開発促進拠点支援事業で、地域における科学技術振興と新技術・
新産業の創出を図るために、地域内の産学官研究開発コーディネート活動を促進すること
を目的としている。民間企業が求めている技術と大学の研究とのマッチングを行い、産学
行政の共同研究や国等の公募プロジェクト事業などによって成果を育成する活動を行うも
のである。その第１号として、本学では２００２（平成１４）年、工学部の平山忠一教授らの「高
分子微粒子吸着剤を用いたエンドトキシン・核酸選択的除去剤の開発」が経済産業省の「大
学発事業創出実用化研究開発事業」（３年間）に採択された。
　２００２（平成１４）年、熊本県と本学との間で地域連携推進連絡協議会を設置し、本学が持
つ知的・人的・物的資源を地域との間で循環させ、ともに支え合うような相互関係を強
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化することにより、本学が地域における新たな「社会資本」として位置づけられるシステ
ム構築を行うことになった。これにより、従来の教官個人の努力に頼る活動から大学とし
て組織的に取り組む体制ができ、本学が地域に根ざした地位を確立して地域貢献の機能強
化が図られることになった。
　第１回の熊本大学産学官連携セミナーは１９９８（平成１０）年１０月３１日、「地域企業と大学の
連携」をテーマにグランメッセ熊本で開催された。また、第１回産学双方向セミナーは
１９９９（平成１１）年３月９日、「資源循環システムの企業化を目指して」をテーマにKKR熊本
で開催され、第２回は同年１０月８日に「食とバイオの分野における産学官連携」をテーマ
に熊本大学工学部において開催された。
　本学の持つ知的財産を広く社会に還元するための取り組みも進んだ。その１つが熊本
TLO（Technology Licensing Organization）である。熊本ＴＬＯは、大学等の知的財産を特許化
し、民間企業に有償で提供する機関である。１９９８（平成１０）年に成立した「大学等における
技術に関する研究成果の民間事業者への移転の促進に関する法律」によって、大学等にお
ける研究成果を、「特許」等の知的所有権を通じて企業へ移転することが可能となった。
　本学においては、１９９９（平成１１）年１０月からＴＬＯ設立に関する検討が行われ、産学官連
携研究推進機構の中に熊本大学TLO設立検討会というワーキング・グループが設けられ
た。その後、学内組織である熊本大学TLO連絡会議が発足し、県内の各大学、高等専門
学校等からなる学外組織の熊本県技術移転懇話会へは（平成１１）年度より、熊本TLO設置
準備検討会には（平成１２）年度より本学から委員を出して協議を進め、県内の各大学と高
等専門学校が連合してTLOを設立することになった。その受け皿として熊本テクノポリ
ス財団（現くまもとテクノ産業財団）が適当であるとの結論に達し、同財団内に熊本TLOが
設置された。熊本TLOは、同財団の研究協力課２階に支部を開設し、２００２（平成１４）年１
月１０日に開所式が行われた。なお、熊本TLOは、２００１（平成１３）年８月３０日に文部科学大
臣及び通商産業大臣から実施計画が妥当である旨の承認を受けた。
　２００４（平成１６）年４月１日、東京リエゾンオフィス及び本荘リエゾンオフィスが開設さ
れた。リエゾン（Liaison）とは大学と大学外部をつなぐインターフェイスの機能のことで、
地域共同研究センターの役割の１つにこのリエゾン機能がある。これによって、情報の収
集・発信、企業との連携、同窓生との交流等を通した本学の教育研究及び産学官連携の推
進等を図ることになった。
　２００４（平成１６）年、熊本大学連携型起業家育成施設の整備及び運営事業の実施にあたり、
その円滑な事業推進を図るための基本合意書を独立行政法人中小企業基盤整備機構と締結
した。この事業は、本学が有する研究開発成果等を活用した大学発の新規事業化や中小企
業等の新事業展開を支援することにより、新事業の創出を促進するとともに、地域社会へ
貢献することを目的とするものである。この合意書の締結により、本学をはじめとした地
域の大学・研究機関が持つ知的資産と地域企業が持つ技術力を活用した新事業の創出・育
成を目的とする施設として、熊本大学連携型インキュベータが設けられた。この施設は、
本学大学院医学薬学研究部等から約１㎞に位置し熊本市中心部からのアクセスが良好であ
ること、生化学実験及び小動物実験が可能で多様な面積ニーズに対応したウェットラボを
設置していること、複数名のインキュベーション・マネジャーが常駐しソフト支援を行う
体制をとっていること、企業にとって重要課題である販路開拓等についての商談会・補助
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制度の紹介等を行うことによって入居者の支援を行うことを特徴としている。
　２００６（平成１８）年、都道府県等が中心となって産学官連携による研究開発を推進する科
学技術振興機構（JST）の地域結集型研究開発プログラムに「次世代型耐熱マグネシウム合
金の基盤技術開発」が採択された。「次世代型耐熱マグネシウム合金の基盤技術開発」は本
学の基礎的研究により創り出されたマグネシウム合金をベースに、材料設計開発及び製造
基盤技術開発を行うものである。
　このような企業を中心とする連携だけでなく、近年、特に法人化以降は地方自治体との
連携の強化も推進している。本学では、中期目標の１つとして「地域社会との連携を推進
する体制を整備し、地域文化の向上、産業の振興、地域課題の解決に貢献する」ことを掲
げており、これに基づいて地域との連携を推進している。地方自治体との連携は２００５（平
成１７）年８月２３日の本渡市（現天草市）との包括的連携協定が最初であり、同市とは①自然
及び環境の保全に関すること、②教育、文化、生涯学習及び人材育成に関すること、③ま
ちづくりに関すること、④生活環境の整備及び保全並びに都市基盤整備に関すること、⑤
医療、保健及び福祉の向上に関すること、⑥産業振興及び産学官連携による地域振興に関
すること、⑦行財政の効率化及び適正化に関すること、⑧その他前条の目的を達成するた
めに必要な分野に関することの各分野において連携し、定期的に協議の場を持って推進を
図ることとなった。
　２００６（平成１８）年１２月４日、芦北町との連携に関する協定書の調印式が本学で行われた。
これは、地域の振興を目指して相互に協力し、地域社会の発展と人材の育成を図るための
協定を締結したいとの同町からの提案に応えて実現したもので、①中山間地域の振興に係
る共同研究に関すること、②芦北町をフィールドとして行う熊本大学の学生に対する教
育・研究に関すること、③中山間地域研究の成果の普及及び活用に関すること、④研修
会、ワークショップ、シンポジウム等の開催に関すること、⑤その他前条の目的を達成す
るために必要な事項、という全５条からなる協定であった。
　２００７（平成１９）年４月２７日、熊本市と包括的連携協定を結んだ。本学と熊本市とは協定
を結ぶ前から、政策創造研究センターの「政令指定都市・道州制に関する研究」や「坪井
川と中心市街地活性化」などの研究、熊本市職員の政策研究員としての受け入れなどで積
極的な連携を図ってきたが、同年４月に政策創造研究教育センターが設置されることか
ら、更なる連携強化のために協定が締結されたものである。これにより、①連携の明確化
により、交流が多岐にわたり活発化することが期待できる、②従来、研究室や教員個人と
行政の担当課との関係で行ってきた事業や協力体制を大学の地域貢献の取り組みとして明
確化でき、相互の関係性が密になる、③地域課題の解決に向けた大学と熊本市の協力関係
が強化されるとともに、教育・研究に必要な資料やデータ等の入手がスムーズになる、④
学生が地域づくりや公共政策等を理解・体験できるといった教育・研究活動の充実につい
て熊本市の協力が得やすくなる、⑤地域に根ざした学術研究・教育活動の活性化により、
これまで以上に大学と地域社会との連携が深まり、本学の地域社会への寄与をアピールす
ることができるといったメリットが期待された。
　同年８月４日には水俣市と包括的連携協定を結んだ。水俣市にはそれまで、水俣病関係
で医学部が多くの貢献をしてきており、他の学部においても、水俣病を中心に、研究等に
おける交流が図られてきた。例えば、水俣市は「みなまたエコタウン」や「環境モデル都
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市構想」を推進しているが、浅川牧夫元教育学部教授が有明・八代海域の回復を目指す「海
藻の森構想」の中心的役割を、自然科学研究科の木田建次教授が「バイオマスタウン」や「水
俣バイオ燃料利活用協議会」活動の支援を、自然科学研究科の河原教授が「みなまたエコ
タウン」内の企業との金属リサイクルや廃棄物処理に関する研究・協力を行うなどさまざ
まに関わってきている。更に、同年に科学技術振興調整費の「地域再生人材創出拠点の形
成」事業として「みなまた環境マイスター養成プログラム」（２０１１年まで５年間の予定）が
採択され、同プログラムが終了した後も継続して事業が行われることが想定されたことか
ら、今後一層の連携強化が必要になるとして協定を締結したものである。
　なお、みなまた環境マイスター養成プログラムは、水俣から世界に環境保全の大切さを
発信できる担い手の創出を目的とするもので、具体的には水俣市が必要としている「資源
循環型社会の構築に貢献できる人材」及び「社会システム・ライフスタイルを含めた環境
保全の担い手」を創出するプログラムである。このプログラムでは、本学に「環境ＭＯＴ
コース」が設けられ、水俣地区の社会人を対象とするカリキュラムが用意された。実施す
るカリキュラムは「環境・リサイクル教育」「地域マネージメント教育」「個別課題対応型
研究」「インターンシップ」の４つで構成され、水俣環境テクノセンターでの集中講義及
び本学での夏季集中講義によって講義科目を行い、「個別課題対応型研究」を熊本大学で、

「インターンシップ」をみなまたエコタウン内の企業で実施するものである。プログラム
は１年半のコース（定員１５名）で、５年目で４５名を目標として計画された。
　教育学部における地域との連携事業としては、２００２（平成１４）年度から開始されたユア・
フレンド事業が挙げられる。この事業は地域と連携して不登校児童生徒への支援活動を行
う事業で、熊本市教育委員会と連携して、学生ボランティアが支援活動にあたるというも
のである。２００１（平成１３）年度当時、熊本市内の小学校８０校の児童４万７１１名中不登校児童
が１２６名、中学校３７校の生徒２万１，４５２名中不登校生徒が５３７名という状況であった。こう
した状況を改善するための取り組みとして、初年度は８４名の学生が参加した。
　工学部は、時代の変化に対応した教育方法の１つとして、２００５（平成１７）年度から「も
のづくり創造融合工学教育事業」を開始した。これは、いわゆる座学に加え、実験・実習
や問題解決・提案型演習授業を充実させることを目的とした文部科学省事業に採択された
ものである。この事業の一環として置かれたものに熊本市街上通の「まちなか工房」がある。
この工房を拠点として、工学部の各教授と学生たちによる研究が進められており、「白川
を中心としたまちづくりプロジェクト」「熊本電鉄の市電乗り入れ・ＬＲＴ化による熊電再
生および中心市街地活性化プロジェクト」「熊本中心市街地の公共空間整備計画プロジェ
クト」などの取り組みが行われている。２００６（平成１８）年１月には、この工房を拠点にした
研究「中心市街地の時間貸し平面駐車場の有効利活用のための方策と支援策の提案」が第
１回土木計画学会公共政策デザインコンペで最優秀賞を受賞した。
　工房では毎月１回「まちづくり学習会」を開いているが、ここには熊本中心市街地の上
通商栄会・熊本中央繁栄会連合会・下通繁栄会に加え新市街、駕町通り、安政町の６団体
及び熊本市都市整備局職員なども参加している。このように、知識の蓄積と実践的取り組
みを通じて施策や提言を実際の形にしていく教育を実施している。
　２００５（平成１７）年からは、文部科学省科学技術振興調整費重要課題解決型研究として「有
明海生物生息環境の俯瞰型再生と実証試験」が５年間にわたり採択された。これは、九州
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大学・佐賀大学と共同で行う研究で、本学は①生物生息環境の変動特性把握と環境再生の
ための干潟モデルの開発、②微生物機能に着目した干潟底質環境改善技術の検討、③干潟
環境の物質収支特性と海底・海中環境特性の把握、④底質環境変動要因分析に基づく底質
環境改善技術の開発と実証などの研究を実施することになった。
　一方、企業との包括連携として２００５（平成１７）年８月２５日、富士電機システムズ株式会
社と包括的連携協定を締結した。これは本学が持つ研究成果と富士電機システムズが有す
る技術力を結合し、産学の連携を推進することにより次世代技術を開発し、併せて学術研
究の振興、研究成果による社会貢献及び研究者・技術者の育成に資することを目的として
結ばれたものである。同社は、玉名郡南関町に太陽電池関連の新工場建設を決定してお
り、それに伴う共同研究等を推進するため、くまもとテクノ財団及び本学との連携に関し
て合意したものである。
　また、「地域に開かれた大学」を目指して取り組んでいるさまざまな地域連携活動を、「地
域」という視点から「人材育成」「教育」「産業」などの分野別にまとめた冊子『地域を創
る熊大力』を２００８（平成２０）年に発行した。
　このような研究・教育面での連携だけでなく、キャリアパスという視点での連携も行わ
れている。１９９９（平成１１）年６月２３日に「男女共同参画社会基本法」が制定されると、翌年、
政府は指導的地位を占める女性の割合を３０％とする目標値を設定した。本学においても男
女共同参画に関する検討が開始され、２００６（平成１８）年７月２７日の教育研究評議会におい
て、これまでセクシャル・ハラスメント防止委員会と同和・人権問題委員会で個々に対応
してきた取り組みを男女共同参画推進委員会に統合して推進していくことが承認された。
また、同年度から３年間、文部科学省技術振興調整費の課題プログラム「女性研究者支援
モデル育成」事業に応募した本学の「地域連携によるキャリアパス環境整備」が九州で初
めて採択され、女性研究者支援のためのプロジェクトが本格的に推進されていくことに
なった。この事業は、熊本県と進めてきた男女共同参画事業の実績を活かし、地域との連
携により本学の女性研究者のキャリアパス環境を整備するとともに、女性研究者を支援
し、本学及び産業界等での女性人材の活用を図ることを目的としたものである。男女共同
参画推進委員会の設置については、この事業の中でも提案されていた。

　第５節　寄附講座

　本学では、地域との連携を進める上で欠かせない事業の１つとして寄附講座の拡充に努
めてきた。2013（平成25）年までに開講された寄附講座は表２のとおりである。

表２　熊本大学における寄附講座一覧
部局名 寄附講座名 設置者 期　間

薬学部 病態薬効解析学寄附講座 阿蘇製薬株式会社
（～2011年度。2012年度より非公開） 1991年10月１日～2014年３月31日

薬学部 医薬高分子学寄附講座 ニプロ株式会社 2006年４月１日～2011年３月31日
薬学部 先端DDS学寄附講座 株式会社LTTバイオファーマ 2006年４月１日～2014年３月31日

工学部 太陽電池・環境自然エネルギー
寄附講座 富士電機システムズ株式会社 2006年４月１日～2009年３月31日

大学院自然科学研究科 電力フロンティア寄附講座 株式会社九州電力 2008年４月１日～2014年３月31日
大学院医学薬学研究部 感染症阻止学寄附講座 財団法人化学及血清療法研究所 2005年４月１日～2010年３月31日
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　第６節　学内文化財の公開等

　本学は、国指定重要文化財の建造物や貴重な文書類等を所有している。これらの文化財
の一般公開は、１９６２（昭和３７）年６月１～３日、熊本大学開学記念行事として附属図書館
２階の閲覧室で和漢書及び図書が展示されたことに始まる。そのとき展示された主な和漢
書等は表３のようなものであった。

学　部 展示品
法文学部 松井家文書・阿蘇家文書、モンテスキュー『法の精神』、ラテン訳聖書、『ニュートン全集』

（１７２１年刊）、『ゲーテ全集』（１８８７年刊）、グリム兄弟『ドイツ語辞典』（１８５４年刊）、小泉八
雲のラテン語試験問題と日本の童話を訳した英文チリメン本、夏目漱石の明治３０年の創業
記念日の祝辞と英語試験問題、百万塔陀羅尼等

教育学部 日本初の国語教科書『小学読本』、時習館文庫、三才図全６巻（１６９０年刊）、『紫溟雑誌』、『熊
本新聞』等

理学部 日本最初の貝類図鑑『貝千種』、明治１７年から２１年までの『日本地学会報告』、明治２６年か
ら昭和２年までの『震災予防調査会報告』

医学部 肥後医育史料、『大和本草』など漢方医書
薬学部 『薬学雑誌』（１８８１～１９６２年）
工学部 『日本兵器考』
附属図書館
　

『国華』（明治２２年～）、大慈禅寺旧蔵本の沙門鉄眼の一切経、ポーター文庫、モンタヌス『日
本誌』等

表３　1962年の開学記念行事において公開された貴重書類

部局名 寄附講座名 設置者 期　間
大学院医学薬学研究部 感染制御学寄附講座 株式会社肥後銀行 2007年４月１日～2012年３月31日

大学院生命科学研究部 画像診断解析学寄附講座 株式会社フィリップス　エレクトロニクス
ジャパン 2003年10月１日～2008年９月30日

大学院生命科学研究部 糖尿病分子病態解析学寄附講座 MSD株式会社 2010年４月１日～2015年３月31日

大学院生命科学研究部 免疫・アレルギー・血管病態学
寄附講座 医療法人博麗会　のぐち皮ふ科　他９社 2011年４月１日～2016年３月31日

医学部附属病院 不整脈先端医療寄附講座 ボストン・サイエンティフィック・ジャパン
株式会社　他12社 2007年４月１日～2017年３月31日

医学部附属病院 心血管治療先端医療寄附講座 アイティーアイ株式会社　他14社 2008年４月１日～2018年３月31日
医学部附属病院 機能神経外科先端医療寄附講座 医療法人社団北斗　北斗病院 2008年７月１日～2013年３月31日
医学部附属病院 新生児学寄附講座 医療法人社団愛育会　福田病院 2009年１月１日～2013年12月31日
医学部附属病院 地域医療システム学寄附講座 熊本県 2009年１月１日～2014年３月31日

医学部附属病院 循環器臨床研究先端医療寄附講座 日本ベーリンガーインゲルハイム株式会社
他６社 2009年４月１日～2014年３月31日

医学部附属病院 地域専門医療推進学寄附講座 熊本県 2010年４月１日～2014年３月31日
医学部附属病院 重症心身障がい学寄附講座 熊本県 2010年４月１日～2014年３月31日
医学部附属病院 循環器予防医学先端医療寄附講座 医療法人社団陣内会　陣内病院 2010年４月１日～2015年３月31日
医学部附属病院 移植医療学寄附講座 一般財団法人化学及血清療法研究所 2010年５月１日～2015年３月31日

医学部附属病院 脳卒中・急性冠症候群医療連携
寄附講座 熊本県 2011年４月１日～2014年３月31日

医学部附属病院 心不全先端医療寄附講座 帝人在宅医療株式会社 2011年６月１日～2016年３月31日

医学部附属病院 消化器癌集学的治療学寄附講座 株式会社ヤクルト本社
中外製薬株式会社 2011年10月１日～2014年９月30日

医学部附属病院 乳癌分子標的治療学寄附講座
中外製薬株式会社
アストラゼネカ株式会社
ノバルティスファーマ株式会社

2012年４月１日～2015年３月31日

医学部附属病院 分子神経治療学寄附講座 一般財団法人化学及血清療法研究所 2013年４月１日～2018年３月31日

医学部附属病院 関節再建先端治療学寄附講座
医療法人社団藤浪会　整形外科井上病院・
井上整形外科クリニック
社会医療法人社団熊本丸田会　熊本整形外科病院・
熊本リハビリテーション病院

2013年４月１日～2018年３月31日
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　これ以外の特殊資料として、当時の私立九州薬学校（薬学部の前身）が専門学校に昇格の
ため発行した1907（明治４０）年５月の「学校債券」、１８７０年頃のランプ式幻灯機と幻灯画、
鉱物標本、第五高等学校・熊本師範学校・熊本高等工業学校・熊本薬学専門学校の各校旗、
学校印及び記念スタンプなどがあった。
　その後しばらくの間は、本学が所蔵する図書・標本や建造物等を定期的に展示・公開す
ることは行われなかった。これらの文化財を積極的に地域に公開する動きは平成に入って
から本格化した。
　本学に現存する貴重な建造物の１つが旧第五高等中学校本館及び化学実験場（以下「旧
五高資料館」という）である。この建物の活用については１９６９（昭和４４）年以降、総合研究資
料館設置準備委員会で検討が行われた。１９８３（昭和５８）年９月の同委員会答申において、
総合研究資料館は別途設置することにし、この建物を熊本大学歴史資料館として運営のた
めの運営委員会を設置することが示され、同年１０月の評議会で了承された。一方、１９７３

（昭和４８）年の時点で準備委員会は、将来の総合研究資料館を想定した展示準備として考古
学分野の入居を了承しており、その後の経緯は不明ながら、当時はその他の分野の研究室
等として建物の約半分が使用されていた。
　１９９２（平成４）年、熊本県企画開発部から旧五高資料館の一般公開について要望があっ
た。県の要望は、①県では文化行政の一環として旧五高資料館を借用し一般公開を考えて
いる、②第１には、旧五高資料館の内部を含めた建物の一般公開を希望している、③内部
を一部使用中であるなら部分的な一般公開でもかまわない、④公開の期間は通年を希望し
ている。困難であれば少なくとも土・日及び祝日の公開を希望している、⑤入館者に対
し、整理料としていくばくかの料金を徴収することも考えている、⑥トイレの設置は必要
と考えている、⑦公開に要する経費は、県としては１９９３（平成５）年度予算で対応したい、
⑧県と大学とで一般公開に向けての合同実行委員会などを設けて実現へ努力したい、⑨
１９９２年８月末を目処に大学側の結論を得たい、というものであった。
　これを受けた本学は同年２月２７日の評議会において討議し、重要文化財として可能な限
り公開するなど積極的に活用することが法令上も求められていることもあって一般公開に
反対する意見はなかったが、教育研究上の影響や管理運営上の責任等について今後検討す
る必要があるとして、評議会第二部会で審議することとした。第二部会は同年７月１４日に

「熊本県からの旧五高資料館一般公開の要望について（答申）」をまとめ、同月２３日の評議
会に報告した。答申は、大学が持つ文化財を広く地域に公開することは大学の基本的理念
に沿うものであるとし、一般公開をいくつかの条件において認めるものであった。こうし
て、大学本来の活動・機能に支障を来すことのないよう、①公開曜日は原則土・日曜日と
する、②車輌（大型バス・乗用車等）の乗り入れについては規制する方向で熊本大学黒髪地
区交通対策委員会と協議する、③公開範囲を限定する、④周囲の環境破壊に連なる行為を
厳禁する、⑤とりあえず年度毎更改の契約とするとした条件のもとに一般公開を開始する
ことになった（旧五高資料館の活動については部局史編第４編第９章を参照されたい）。
　工学部研究資料館（旧熊本高等工業学校機械実験工場）は１９０８（明治４１）年１２月１６日に竣工
した建物である。1977（昭和52）年に工学部が創立80周年を迎えたことに伴い、工学部80
周年記念事業会の寄附により機械工場を資料館として改装したものである。資料館には１１
台の工作機械が保存されており、１９９４（平成６）年１２月２７日付で建物とともに国指定重要文
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化財となった。これの工作機械は１９９９（平成１１）年５月２８日に動態保存化の修復を終えた。
その後、市民からの資料館の公開要望があり、積極的に文化財を公開するとの本学の方針
に基づき、2012（平成24）年度から毎月第３金曜日（午後１時から４時）とオープンキャンパ
ス及び大学祭期間中などに開館、実際の加工作業の様子を見学できるようにしている。こ
のほかにも、工学部が所蔵している資料や同窓生から寄贈を受けた資料等の展示も行われ
ている。
　文学部では、本学附属図書館に寄託されている資料の研究が進められている。２００９（平
成２１）年４月１日、文学部附属永青文庫研究センターが設置され、同月３月には看板上掲
式が挙行された。これは、財団法人永青文庫が本学に寄託している「細川家文書」の研究
を加速するため、株式会社肥後銀行が県に寄附した基金の一部を活用して研究拠点を設け
られないかとの提案があったことによるもので、この研究拠点を全学組織とするか否かが
検討された結果、文学部附属とすることになった。
　永青文庫は、当時の細川家当主であった護貞氏が所有する文書を地元の人に活用しても
らいたいと本学に寄託されたもので、１９６４（昭和３９）年１１月２日に本学学長室で受理契約
の仮調印式が行われた。同月４・５の両日に北岡の倉庫からトラック１６台分の史料が本学
附属図書館に運び込まれたのち、学内外の研究者や県下各自治体史の編纂事業等に利用さ
れてきた。永青文庫研究センターの設立は、その資史料の体系的研究を推進し、年次計画
に基づいて研究成果を社会に発信することを可能とするもので、看板上掲式において学長
は、「研究を蓄積して将来は人文社会系のグローバルＣＯＥにつなげたい」とその研究への
期待を表明した。
　なお、肥後銀行は、１９６５（昭和４０）年に創立４０周年記念事業として、法学系の図書の充
実が求められていた法文学部に「肥後銀行文庫」を寄贈している。贈呈式は９月２８日に肥
後銀行本店会議室で行われた。
　薬学部では、薬学部附属の薬草園が１９２７（昭和２）年に開設され、１９７４（昭和４９）年に薬
学部附属植物園となった。薬学部は２００６（平成１８）年４月１日、薬学６年制開始に合わせ、
高校生や卒業生に薬学部の歴史や最近の活動を知ってもらうためとして、熊薬百周年記念
ホール史料室を公開した。また、薬用植物園ツアーを毎年開催し園内の植物を公開してい
る。
　附属図書館では、地域への貢献事業の１つとして、１９８４（昭和５９）年の「永青文庫史料
にみる細川氏の入国」を第１回として「特殊資料展」（第１８回からは「貴重資料展」）を開催
している（テーマについては部局史編第４編第１章を参照されたい）。

　本学における教育研究の取り組みは「地域に根ざしてグローバルに展開する大学」を目
標にしている。地域の中核的な総合大学として、大学が有する知的資源を地域に還元・活
用するだけにとどまらず、それを更に高めた世界的研究を目指している。それによって、
地域貢献に更なる寄与ができるものと考えている。
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